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要旨
　本研究では、看護師の役割拡大について臨床現場の視点から検討するために、Ａ県内の医療施
設に勤務する看護師の医行為の実態と特定行為研修に関する認識を明らかにすることを目的とし
た。Ａ県内の８医療施設に勤務する臨床経験５年以上の看護師637名を対象に無記名自記式質問紙
調査を行い、分析の結果、以下のことが明らかとなった。
１．100～299床施設の看護師が実施している医行為については、臨時薬剤の投与の３項目が６割
を超え、38項目のうち５項目については、300～499床施設の看護師よりも実施している割合が高
かった。２．100～299床施設の看護師の特定行為研修に関する認識については、指定研修を受け
た看護師が実施可能とする医行為は、最も割合が高い項目「急性血液浄化に係る透析・透析濾過
装置の操作・管理」等も２割程度であった。今後、特定行為を安全に行うために特定行為研修の
積極的な受講の必要性が示唆された。 
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Abstract
　In order to examine the growing roles of clinical practice for nurses, this study aimed to 
elucidate the performance of specialized nursing skills that are required to carry out prescribed 

medical therapies among Japanese nurses and the need for additional training to accomplish these 

complex tasks. An anonymous self-administered questionnaire that comprised 38 items was 

distributed to 637 nurses from 8 different facilities in prefecture A who had at least 5 years of 

clinical experience. Analysis of the data revealed that specialized nursing skills, such as 

administration of special drugs, were performed by more than 60% of nurses at 100-299-bed 

facilities. Five items were performed by more nurses at 100-299-bed facilities than nurses at 300-

499-bed facilities. In terms of awareness of the need for specific training, at 100-299-bed facilities, 
about 20% of nurses believed that nurses who received specific training could perform specialized 

nursing skills. These findings suggest that proactive participation in specific training is needed in 

order for nurses to safely perform specific skills for complex procedures.
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Ⅰ　はじめに

　超高齢化社会の到来に伴い医療ニーズが急
速に増大する中、より効果的・効率的な医療
の提供が求められ、国は医療提供体制の抜本
的な見直しを進めている。厚生労働省では
2010年、チーム医療を推進するため、「チー
ム医療の推進に関する検討会」が行われ、そ
の報告書１）の中で看護職にも最大限の役割発
揮を期待し、特定看護師（仮称）の創設が提
言された。
　その後、「チーム医療推進会議」において
看護師特定能力認証制度骨子（案）２）が出され、
特定看護師（仮称）という名称独占、業務独
占ではなく、能力の認証を受けた看護師が医
師の包括的な指示の下、特定行為を行う仕組
みとして検討されてきた。また、診療の補助
における特定行為の内容・研修のあり方等に
ついて「チーム医療推進のための看護業務検
討ワーキンググループ」において制度の骨子
についての検討が重ねられてきた。この間、
2010年度からは養成調査試行事業３）や2011年
度からは業務試行事業４）が開始されている。
　その結果、2013年３月にチーム医療推進会
議報告書「特定行為に係る看護師の研修制度
について」５）が提言され、医師の指示の下、
診療の補助のうち、実践的な理解力、思考力
及び判断力を要し、かつ高度な専門知識及び
技能をもって行う必要のある行為を「特定行
為」とし、保健師助産師看護師法において明
確化するとされた。
　国会審議を経て2014年６月、特定行為の明
確化やそれらを手順書に基づき行う看護師へ
の研修の義務化等について保健師助産師看護
師法が改正された。特定行為は38行為21区分
とすることが定められ、2015年10月施行に向
け、具体的な検討が進められている６）。
　このような経過の中で、これまでに看護師
が行う医行為に関する大規模な先行研究とし
ては、前原ら７）が2010年に看護師の医行為の

実施状況や今後、看護師や特定看護師（仮
称）が行う医行為の範囲などについて主に管
理職の医師と看護管理者を対象に調査を行っ
ている。医師、看護師ともに、現在より今後
に「看護師、特定看護師（仮称）の実施が可
能」であるという割合が大きく、両者ともに
看護師の業務拡大に前向き、積極的であると
いう結果であった。この調査の結果は「チー
ム医療推進会議」と「チーム医療推進のため
の看護業務検討ワーキンググループ」に、基
礎データ・検討資料を提供する役目を果たし
ている。
　また、2012年には全日本病院協会８）が特定
看護師（仮称）の実施可能な医行為とどの医
療職種が実施すべきかについて病院長と看護
部門長を対象に調査を行っている。この調査
では、能力認証を受けた看護師でも包括的指
示の下で観血的、侵襲的処置は実施不可とす
る割合が高い結果であった。そして能力認証
された看護師が包括的指示のもと医行為を実
施するためには医療の標準化と研修機会の多
様化が必要と提言している。
　以上のような調査がこれまでに行われてき
たが、いずれも管理職を対象に調査が行われ
ており、臨床現場で実際に医行為を行う看護
師を対象としたものではない。また、前原ら７）

の調査の対象は、500床以上の大規模病院が６
割を占めており、そのうち特定機能病院が約
３割と病床規模の大きい施設での意見が主で
あった。そこで研究者らは、看護師の役割拡
大について臨床現場の視点から検討するため
に、Ａ県内の医療施設に勤務する看護師の医
行為の実態と特定行為研修に関する認識を明
らかにすることを目的に調査を行った。その
結果、500床未満の中小規模の一般病院におい
て看護師が実施している医行為は、臨時薬剤
の投与が６割を超え、前原ら７）の調査よりも
高い割合であり、指定研修を受けて医行為を
行う看護師が必要と考える看護師は４割を占
めること等が明らかとなった９）。
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　一方、2013年の全国の病院を病床規模別に
みると、約８割の病院は300床未満であり10）、
Ａ県においても病床規模別の病院数において
100～299床施設は約半数を占めている。ま
た、Ａ県においては全国平均からみても慢性
的な医師不足が課題となっており、病院の100
床当たりの医師数では、300～499床施設9.9人
に対して100～299床施設は7.1人と少ない10）。
病床規模によって医師数が異なることから医
師数の少ない中では看護師の医行為の実施状
況は異なることが考えられる。そこで本稿で
は、Ａ県内の医療施設に勤務する看護師の医
行為の実態と特定行為研修に関する認識につ
いて病床規模別に比較し、100～299床施設の
特徴を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ　用語の定義

　特定行為：本研究を行った時点で、特定行
為は明確に定まっていなかったが、本研究で
は特定行為を診療の補助であって、看護師が
手順書により行う場合には、実践的な理解
力、思考力及び判断力並びに高度かつ専門的
な知識及び技能が特に必要とされるものと
し、厚生労働省令で定められた38行為のこと
をさす。
　なお、厚生労働省令で定められた38行為の
中では、「褥瘡の血流のない壊死組織の
シャープデブリードマン」は「褥瘡・慢性創
傷における血流のない壊死組織の除去」、
「一時的ペースメーカーの抜去」は「一時的
ペースメーカーリードの抜去」という表現に
なったが、本研究では調査時点での表現をそ
のまま使用する。

Ⅲ　研究方法

１．対象
　日本病院会会員一覧11）から病床数と経営主
体、所在地域を参考にＡ県内の中小規模の一

般病院８医療施設に勤務する臨床経験５年以
上の看護師637名を対象とした。

２．調査方法
　調査は無記名自記式質問紙法で施設の所属
長に本研究の趣旨を記載した説明文と調査用
紙を送付し、承諾の得られた施設に調査を依
頼した。対象者を決めるにあたっては、施設
の所属長を訪問し、病棟・外来（手術室・透
析室を含む）に特定の箇所へ偏らないようバ
ランスよく配布を依頼した。その後、同封し
た返信用封筒で個別に封書後、郵送で調査用
紙を回収した。調査期間は2013年11月～12月
であった。

３．調査内容
　看護師の属性については、所属部署、資
格・職位、年齢、臨床経験年数についてたず
ねた。また、医行為については、先行研究7）8）

とチーム医療推進のための看護業務検討ワー
キンググループ資料12）を参考に項目を決定し
た。医行為56項目について看護師が実施して
いるか否かの現状と、今後の医行為のあり方
として【医師が実施すべき】、【一般の看護
師が実施可能】、【医療現場で研修を重ねた
看護師が実施可能】、【指定研修を受けた看
護師が実施可能】のいずれか１つを選択して
もらった。さらに、指定研修を受けて医行為
を行う看護師が今の所属先には必要か否かの
回答を得た。

４．分析方法
　項目ごとに単純集計を行った後、100～299
床施設と300～499床施設に勤務する看護師の
２群に分け、医行為56項目についてχ２検定を
行った。また、看護師の年齢と臨床経験年数
についてｔ検定を行い、有意水準はｐ＜.05と
し、分析は統計ソフトSPSS ver.22を用いた。
さらに、自由記述は類似内容をカテゴリー化
した。
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５．倫理的配慮
　施設の所属長に事前に説明し、承諾の得ら
れた施設に調査を依頼した。対象者には研究
目的、守秘義務、無記名で施設や個人が特定
されないこと、研究協力は自由意思であり、
拒否による不利益はないこと、データは統計
的に処理し研究以外の目的で使用しないこ
と、研究結果は研究者の所属する学会で公表
されること等を書面で説明し、回答および返
送により同意を得たものとした。

Ⅳ　結果

１．対象施設と対象者の属性（表１）
　対象施設８施設は100床台から400床台の一
般病院でそのうち２施設は療養型病床を併設
していた。対象者637名のうち、回答者数は
581名（回収率91.2％）であった。そのうち、
有効な回答が得られた561名（88.0％）を分析
対象とした。
　100～299床施設の看護師の平均年齢は、44.3
歳（SD=9.6）、平均臨床経験年数は21.4年

（SD=10.0）であった。300～499床施設の看護
師よりも年齢が高く、臨床経験年数も長いと
いう結果で有意差がみられた。100～299床施
設の看護師の所属部署は、病棟232名（69.5％）
が最も多く、資格・職位は看護師229名
（68.6％）が最も多かった。

２．看護師の医行為の実態
　現在、看護師が実施している医行為につい
て調査を行った56項目のうち、特定行為と定
められた38行為についての結果を表２に示し
た。
１）現在、看護師が実施している割合が高い
　医行為
　100～299床施設の看護師が実施している医
行為は、「臨時薬剤（抗不安薬）の投与」227
名（68.0％）が最も割合が高く、次いで「臨時
薬剤（抗精神病薬）の投与」220名（65.9％）、
「臨時薬剤（抗けいれん剤）の投与」218名
（65.3％）の順であった。これら臨時薬剤の投
与の３項目はいずれも実施している割合が６
割を超えており、次いで「臨時薬剤（感染徴

表１　対象施設と対象者の属性
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候時の薬剤）の投与」188名（56.3％）も５割
を超えていた。また、この順位は300～499床
施設の看護師においても同様であり、病床規
模による差はみられなかった。
２）現在、看護師が実施している割合が低い
　医行為
　100～299床施設の看護師が実施している割
合が最も低い医行為は、「橈骨動脈ラインの
確保」1名（0.3％）等の３項目であった。ま
た、300～499床施設の看護師においても「橈
骨動脈ラインの確保」の他に「心嚢ドレーン
抜去」等の計４項目については、看護師は全
く実施していなかった。

３）100～299床施設の看護師が300～499床施
　設よりも実施している割合が高い医行為
　「PICC（末梢静脈挿入式静脈カテーテル）
挿入」58名（17.4％）、「創傷の陰圧閉鎖療法
の実施」28名（8.4％）「褥瘡の血流のない壊
死組織のシャープデブリードマン」16名（4.8％）
等の５項目については、100～299床施設の看
護師の方が300～499床施設よりも看護師が実
施している割合が高く有意差がみられた。
４）100～299床施設の看護師が300～499床施
　設よりも実施している割合が低い医行為
　「病態に応じたインスリン投与量の調整」
85名（25.4％）、「持続点滴投与中薬剤（カテ

表２　現在、看護師が実施している医行為
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査を行った56項目のうち、特定行為と定めら
れた38項目について指定研修を受けた看護師
が実施可能とする医行為を表３に示した。
指定研修を受けた看護師が実施可能とする医
行為は、100～299床施設の看護師では「褥瘡
の血流のない壊死組織のシャープデブリード
マン」70名（21.0％）が最も割合が高く、次い
で「急性血液浄化に係る透析・透析濾過装置
の操作・管理」69名（20.7％）、「創傷の陰圧
閉鎖療法の実施」60名（18.0％）の順であっ
た。しかし、最も割合が高い項目も２割程度

コラミン）の病態に応じた調整」82名（24.6％）、
「硬膜外チューブからの鎮痛剤の投与、投与
量の調整」37名（11.1％）の３項目について
は、100～299床施設の看護師の方が300～499
床施設よりも看護師が実施している割合が低
く有意差がみられた。

３．看護師の今後の医行為のあり方　
１）指定研修を受けた看護師が実施可能とす
　る医行為
　看護師の今後の医行為のあり方について調

表３　指定研修を受けた看護師が実施可能とする医行為
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不安薬）の投与」164名（49.1％）が最も割合
が高く、次いで「臨時薬剤（抗精神病薬）の
投与」156名（46.7％）、「臨時薬剤（抗けい
れん剤）の投与」155名（46.4％）、「臨時薬剤
（感染徴候時の薬剤）の投与」145名（43.4％）
の順であった。これら臨時薬剤の投与４項目
はいずれも４割を超えており、この順位は300
～499床施設の看護師においても同様であった。
　また、100～299床施設の看護師において
は、臨時薬剤の投与４項目に加えて「経口・

にとどまり、この傾向は300～499床施設の看
護師においても同様で病床規模による差はみ
られなかった。
２）一般の看護師が実施可能とする医行為
　また、看護師の今後の医行為のあり方につ
いて調査を行った56項目のうち、特定行為と
定められた38項目について一般の看護師が実
施可能とする医行為を表４に示した。
　一般の看護師が実施可能とする医行為は、
100～299床施設の看護師では「臨時薬剤（抗

表４　一般の看護師が実施可能とする医行為
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　この順位は300～499床施設においても同様
であり、病床規模による差はみられなかった
ことから【精神・神経症状に係る薬剤投与関
連】と【感染に係る薬剤投与関連】の特定行
為は、病床規模に関係なく、病院では看護師
が行っている割合が高い現状が明らかとなっ
た。
　一方、100～299床施設の看護師では300～
499床施設に比べ、「PICC（末梢静脈挿入式
静脈カテーテル）挿入」や「創傷の陰圧閉鎖
療法の実施」、「褥瘡の血流のない壊死組織
のシャープデブリードマン」といった特定行
為区分の【創傷管理関連】に分類されている
医行為等５項目について看護師が実施してい
る割合が高かった。これら５項目について
は、前原ら７）が行った調査においても、病床
規模が小さくなるほど看護師が実施している
割合が高くなる傾向は同様であった。
　本研究の対象者においては、100～299床施
設の看護師の方が300～499床施設の看護師よ
りも平均年齢が高く、経験年数も長かった。
このため、100～299床施設では300～499床施
設に比べて、医師数の少ない中で経験年数の
長い看護師が特定行為となった医行為を医師
の指示の下、実施している現状があると考え
る。

２．100～299床施設の看護師の特定行為研
　修に関する認識
　100～299床施設の看護師が、指定研修を受
けた看護師が実施可能とする医行為は300～
499床施設の看護師と同様に最も割合が高い項
目「急性血液浄化に係る透析・透析濾過装置
の操作・管理」等も２割程度であった。指定
研修を受けた看護師が実施可能とする割合が
低い要因として調査期間が考えられる。本研
究の調査は2013年11月から12月に実施したも
のであり、「特定行為に係る看護師の研修制
度」がようやくまとまった時期であった。本
研究の調査対象は、看護管理者ではない看護

経鼻気管挿管チューブの位置調節」等の計10
項目について300～499床施設の看護師よりも
今後、一般の看護師が実施可能とする割合が
高かった。

４．特定行為を行う看護師の必要性
　指定研修を受けて医行為を行う看護師が今
の所属先には必要かどうかについては、「ど
ちらでもない」274名（48.8％）が最も多く、
次いで「必要である」206名（36.7％）、「必
要ではない」81名（14.4％）の順であった。特
定行為を行う看護師の必要性については病床
規模による差はみられなかった。
　必要とする理由には、「医師の不在時に特
定行為を行う看護師がいれば対応の遅れを改
善できる」、「安全な医療を提供するために
は研修を受けた看護師が必要である」等が
あった。また、必要としない理由には、「医
師と連携がはかれており、医師の指示のも
と、一般看護師が行っているため十分であ
る」、「看護師が侵襲の大きい医行為を実施
するのは危険である」があった。またどちら
でもない理由には、「特定行為を行う看護師
が職場にいるイメージがわかない」、「今の
所属先に特定行為を行う看護師が現状でどれ
ほど必要なのかわからない」等があった。

Ⅴ　考察

１．100～299床施設の看護師が実施してい
　る医行為
　100～299床施設の看護師の医行為の実態に
おいては、臨時薬剤の投与の３項目は実施し
ている割合が６割を超えていた。これらは、
特定行為区分６）において【精神・神経症状に
係る薬剤投与関連】に分類されている医行為
である。また、次いで実施している割合が５
割を超えていた臨時薬剤（感染徴候時の薬
剤）の投与も【感染に係る薬剤投与関連】に
分類されている。
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る。結局は研修を受けないまま従来どおりに
医師の指示の下、診療の補助行為が行われ続
ける可能性もある。多くの看護師が特定行為
研修を円滑かつ効果的に受講するために、就
労を継続しながら受講を継続できるようなe
ラーニング等を用いた遠隔学習を支援するた
めの体制14）を整備していくことが重要であ
る。

Ⅵ　結論

１．100～299床施設の看護師が実施している
医行為については、臨時薬剤の投与の３項
目が6割を超え、「PICC（末梢静脈挿入式
静脈カテーテル）挿入」等の５項目につい
ては、300～499床施設の看護師よりも実施
している割合が高かった。

２．100～299床施設の看護師の特定行為研修
に関する認識については、指定研修を受け
た看護師が実施可能とする医行為は、最も
割合が高い項目「急性血液浄化に係る透
析・透析濾過装置の操作・管理」等も２割
程度であった。また、臨時薬剤の投与に加
えて「経口・経鼻気管挿管チューブの位置
調節」等の10項目について、300～499床施
設の看護師よりも今後、一般の看護師が実
施可能とする割合が高かった。今後、特定
行為を安全に行うために特定行為研修の積
極的な受講の必要性が示唆された。
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師がほとんどであり、特定行為に係る研修制
度についてまだよく知られていなかったこと
も影響していると推測する。
　また、一般の看護師が実施可能とする医行
為の上位は、臨時薬剤の投与４項目がいずれ
も４割を超えていた。そしてその順位は現
在、看護師が実施している割合が高い医行為
の結果と一致していた。しかし、現在、看護
師が実施している割合の６割よりも若干低下
しており、これは現在、特定行為とされる医
行為を行いながらも正しく安全に行うために
は、研修を受ける必要性があると感じている
看護師もいるためではないかと考える。
　一方で100～299床施設では特定行為区分に
おいて【精神・神経症状に係る薬剤投与関
連】、【感染に係る薬剤投与関連】に分類さ
れる臨時薬剤の投与等10項目について、300～
499床施設よりも今後、一般の看護師が実施可
能とする割合が高かった。小規模病院では、
医師数の少ない中で臨床経験の長い看護師が
医行為をすでに実施しているため、研修の必
要性を感じていない人も多いと考えられる。
特定行為を行う看護師を必要としない理由の
中にも「医師と連携がはかれており、医師の
指示のもと、一般看護師が行っているため十
分である」という内容があった。
　特定行為はあくまで診療の補助であるた
め、看護師が手順書により特定行為を行うの
ではなく、従来どおりに医師の指示の下、看
護師が手順書によらずに行う場合は特段の制
限が生じるものではない13）。しかし、特定行
為実施については高い知識と技術を要する。
手順書により特定行為を行わず、医師の指示
の下、実施するとしても表面的な模倣ではな
く、特定行為を安全に実施し、かつ質を保証
するために、特定行為研修を積極的に受けて
いく必要性があると考える。
　その反面、今後、特定行為研修が実施され
ても小規模施設では人数の少ない中で看護師
を研修に出すことは困難なことが懸念され
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